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固定資産管理システム
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Ⅰ 「資産除去債務に関する会計基準」の内容
１．概要

(1) 「資産除去債務」とは、有形固定資産の除去に関する法的義務およびそれに準ずるものと
されています（資産除去債務に関する会計基準（以下「会計基準」といいます）３項（１））。

(2) 資産除去債務が発生した時点で、有形固定資産の除去に要する将来支出を現在価値に
割り引いた金額（資産除去債務に対応する除去費用）を、資産および負債に計上すること
とされています（会計基準４、６、７項） 。

(3) 資産計上された「資産除去債務に対応する除去費用」は、減価償却を通じて、当該有形固
定資産の耐用年数にわたり、各期に費用配分することとされています（会計基準７項） 。

(4) 負債計上された資産除去債務の「時の経過による調整額」は、発生時の費用として処理す
ることとされています（会計基準９項） 。

(5) 資産除去債務の履行時に認識される資産除去債務残高と資産除去債務の決済のため
に実際に支払われた額との差額は、原則として、当該資産除去債務に対応する除去
費用に係る費用配分額と同じ区分に含めて計上することとされています（会計基準
１５項）。

(6) 当会計基準は、平成２２年４月１日以後に開始する事業年度から適用することとされてい
ます（会計基準１７項） 。
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＜事例＞

(1) 会計処理のイメージ
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20X1年4月1日に有形固定資産を取得し、使用を開始した。

当該資産の取得原価は10,000、耐用年数は5年であり、当該資産を使用後に除去する法的義務がある。

当該資産を除去するときの支出は1,000と見積もられている。

20X6年3月31日に当該資産が除去された。除去に係る支出は1,050であった。

資産除去債務は取得時にのみ発生するものとし、当該資産について残存価額0で定額法により減価償却を行っている。割引率は3.0％
とする。決算日は3月31日であるものとする。

20X1/4/1 20X2/3/31 20X3/3/31 20X4/3/31 20X5/3/31 20X6/3/31

（資産計上）
資産除去債務に対応する除去費用 863（※）

Ⅰ 「資産除去債務に関する会計基準」の内容
２．会計処理

割引率3%の利息費用が、毎期増加

（負債計上）
資産除去債務 863 （※）

耐用年数５年で、毎期減価償却

除去するときの支出の
見積り 1,000

(※)将来キャッシュ・フロー見積額 1,000／(1.03)5＝863(小数点第1位を四捨五入)
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(2) 仕訳例

(※1)有形固定資産の減価償却費 10,000／5年＋除去費用資産計上額 863／5年＝ 2,172 (小数点第1位を切捨て）

(※2)20X1年4月1日における資産除去債務 863×3%＝26(小数点第1位を四捨五入)
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仕 訳

資産除去債務
の発生時

有形固定資産の除去に要する将来
支出を現在価値に割り引き、資産

および負債に計上

有形固定資産 10,863 / 現金・預金 10,000

/ 資産除去債務 863

資産除去債務
発生年度の
決算時

減価償却を通じて、当該有形固定
資産の耐用年数にわたり、各期に
費用配分

減価償却費(※1) 2,172 / 減価償却累計額 2,172

時の経過による資産除去債務の調
整額は、発生時の費用として処理

利息費用 26 / 資産除去債務(※2) 26

資産除去債務の発生２年目から５年目までの決算時の仕訳は省略

除去時

資産除去債務の履行時の残高と決
済の額との差額は、除去費用に係
る費用配分額と同じ区分に含めて
計上

減価償却累計額 10,860 / 有形固定資産 10,863

有形固定資産除却損 3 / 現金・預金 1,050

資産除去債務 1,000 / 

履行差額 50 /

Ⅰ 「資産除去債務に関する会計基準」の内容
２．会計処理

注：勘定科目は一例です。
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資産除去債務の登録は、メニュー「1 新規購入」（既存資産に対して資産除去債務を登録する場合は

メニュー「9 自社資産の問合せ」）で、関連する固定資産の登録と一緒に行えます。
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Ⅱ 固定資産管理システムの対応
１．資産除去債務の登録

当ボタンを押すと、資産除去債務の

登録画面（次頁）が表示されます。
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(1) 有形固定資産の除去に要する将来支出の現在価値への割引計算機能

「①固定資産取得時の支出発生見込期間」に渡り、「②割引前将来キャッシュ・フロー見積額」を

「③割引率」で割り引き、「④固定資産の取得に伴う計上額」を計算します。
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Ⅱ 固定資産管理システムの対応
２．資産除去債務に係る計算機能の追加

①

③
②

④
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(2) 資産計上された「資産除去債務に対応する除去費用」の減価償却計算機能

前記（１）で求めた「固定資産の取得に伴う計上額」を、関連する有形固定資産の償却方法、耐用

年数に基づき、減価償却計算します。
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Ⅱ 固定資産管理システムの対応
２．資産除去債務に係る計算機能の追加
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(3) 負債計上された資産除去債務の「時の経過による調整額」の計算機能

前記（１）で求めた「固定資産の取得に伴う計上額」に割引率を乗じて、「時の経過による調整額」を

計算します。
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Ⅱ 固定資産管理システムの対応
２．資産除去債務に係る計算機能の追加
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(4) 適用初年度における期首差額の計算機能

a.「適用初年度の期首における既存資産の帳簿価額に含まれる除去費用」の計算機能

「固定資産の取得に伴う計上額」から「関連する固定資産の使用開始日から除去債務・費用の計上
年月日までの期間の減価償却累計額」を控除して、「除去費用の期首帳簿価額（Ａ）」を計算します。
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Ⅱ 固定資産管理システムの対応
２．資産除去債務に係る計算機能
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(4) 適用初年度における期首差額の計算機能

b.「適用初年度の期首における既存資産に関連する資産除去債務」の計算機能

「①計上時の支出発生見込期間」に渡り、「②割引前将来キャッシュ・フロー見積額」を「③割引率」で
割り引き、「④資産除去債務の期首残高（Ｂ）」を計算します。
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Ⅱ 固定資産管理システムの対応
２．資産除去債務に係る計算機能

①
②
③

④
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(1) 四半期資産除去債務の確認表

当帳表では、四半期ごとの印刷対象期間を選択し、資産除去債務ごとに以下の項目の｢当四半期分｣

および｢当期累計額｣などを確認できます。

①資産に計上される額（「除去費用の資産計上額」）の減価償却費

②負債に計上される額（「資産除去債務」）の「時の経過による調整額」
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Ⅱ 固定資産管理システムの対応
３．資産除去債務を確認できる帳表の印刷
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＜帳表イメージ＞
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Ⅱ 固定資産管理システムの対応
３．資産除去債務を確認できる帳表の印刷

除去費用の資産計上額 資産除去債務 適用初年度の期首差額
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(2) 資産除去債務の確認表

当帳表では、資産除去債務ごとに、「資産に計上される額（除去費用の資産計上額）の減価償却費」
や「負債に計上される額（資産除去債務）の時の経過による調整額」などを確認できます。
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Ⅱ 固定資産管理システムの対応
３．資産除去債務を確認できる帳表の印刷
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＜帳表イメージ＞
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Ⅱ 固定資産管理システムの対応
３．資産除去債務を確認できる帳表の印刷

除去費用の資産計上額 資産除去債務 適用初年度の期首差額
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(1) メニュー「71 基本情報の登録・修正」の「資産除去債務基本情報」の設定

「資産除去債務に関する会計基準」に対応した機能をご利用いただくために、固定資産管理システム

[2010年07月版]を登録後、メニュー「71 基本情報の登録・修正」の「資産除去債務基本情報」画面で、

以下の項目を設定してください。当欄を設定しない場合、資産除去債務は登録できません。
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Ⅱ 固定資産管理システムの対応
４．[2010年07月版]の利用開始時に行っていただく作業について
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(1) 資産除去債務に係る仕訳連動データの自動作成

固定資産管理システムでは、資産除去債務にかかる仕訳連動データの自動作成には対応できており

ません。そのため、以下の仕訳については、 「四半期資産除去債務の確認表」や「資産除去債務の確認

表」の内容を基に、ＦＸ４で直接入力してください。

①資産除去債務の負債計上、資産除去債務に対応する除去費用の資産の計上

②「資産除去債務に関する会計基準」適用初年度の期首差額

③資産除去債務に対応する除去費用の減価償却費

④負債計上された資産除去債務の「時の経過による調整額」

⑤資産の除去時の資産除去債務の減少額、債務履行差額の計上等

(2) リース資産に係る資産除去債務

固定資産管理システムでは、リース資産について資産除去債務が発生した場合の処理に対応できて

おりません。リース資産に係る資産除去債務は、エクセル等で管理してください。

なお、リース資産に係る資産除去債務への対応につきましては、別途レベルアップを行いご提供します。

(3) 資産除去債務の見積りの変更

「資産除去債務の見積りの変更」は、システム対象外です。資産除去債務の見積りの変更があった場

合は、各項目を見積りの変更後の金額に補正してください。
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Ⅱ 固定資産管理システムの対応
５．制限事項
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